
証券コード　6881
2022年6月8日

株 主 各 位
長野県上伊那郡箕輪町大字三日町482番地1

株 式 会 社 キ ョ ウ デ ン
代表取締役社長 森 　 清 隆

1． 日　時 2022年6月23日（木曜日）午前11時
2． 場　所 長野県上伊那郡箕輪町大字中箕輪8288番地1

IPHキョウデンハウス　デビューテホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3． 会議の目的事項
報告事項 1. 第40期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

2. 第40期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）計算書類
報告の件

決議事項
第1号議案 定款一部変更の件
第2号議案 取締役5名選任の件

     

第40回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第40回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげま
す。
　なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お
手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、2022年6月22日（水曜日）の営業時間の終了時（午後5時
15分）までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

以 上

○当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。

○【連結計算書類】の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」、【計算書類】の
「株主資本等変動計算書」「個別注記表」につきましては、法令および当社定款の規定
に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.kyoden.co.jp）に
掲載しておりますので、本定時株主総会招集ご通知提供書面には記載しておりません。
上記のウェブサイト掲載事項は、会計監査人および監査役の監査の対象に含まれており
ます。

○株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正すべき事情が
生じた場合は、上記の当社ウェブサイトに、修正後の事項を掲載させていただきます。
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（ 2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで ）

（提供書面）

事　　業　　報　　告

1．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①事業の経過および成果
　当連結会計年度における経済環境概要は、新型コロナウイルス感染症に対するワ
クチン接種が進んだことから段階的に経済活動の制限緩和が図られましたが、資源
価格の高騰に伴う物価の上昇や、半導体を始めとした部品供給不足、コンテナ不足
による物流の停滞等、見通しは依然不透明となっております。このような経済環境
のもとではありますが、製造業を中心とした世界的な設備投資拡大や５G／IoT等
インダストリー４．０への市況環境の変化に対応すべく、当社グループは「中期経
営計画２０２１－２０２５」を策定し、推進してまいりました。その結果、計画初
年度の当連結会計年度の売上高は前期比22.0％増の57,358百万円、営業利益は前
期比115.4％増の5,096百万円、経常利益は前期比104.0％増の5,109百万円、親
会社株主に帰属する当期純利益は前期比42.3％増の3,744百万円となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。
（電子事業）

　国内事業に関しましては、半導体製造装置・産業用ロボット・ＥＶ車向け関連
製造装置を含む産業機器を中心とした好調な受注増加により、前期を大きく上回
る結果となりました。また海外事業に関しましては、車載を中心に前期を大きく
上回る結果となっております。このような環境下のもと、電子事業全体の売上高
は前期比25.9％増の45,656百万円と増収となりました。セグメント利益は前期
比172.0％増の4,207百万円となり、過去最高収益となりました。

（工業材料事業）
　工業材料事業につきましては、世界景気の復調が鮮明になる中、需要拡大を背
景とした国内製造業の生産活動回復に伴い、グラスファイバー原料製造や金属系
原料・窯業原料の仕入れ販売事業の売上が伸びたほか、都市インフラ関連製品の
一部が需要の端境期に当たり前年の水準を下回った以外は全般的に堅調に推移し
ました。一方で原材料、海上運賃やエネルギー価格の上昇が進む中、経費の圧
縮、生産効率化等による利益確保に努めました。その結果、売上高は前期比
8.8％増の11,701百万円、セグメント利益は前期比8.5％増の889百万円となり
ました。
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②設備投資の状況
　当連結会計年度に実施いたしました当社グループの設備投資の総額は4,429百万
円であり、その主なものは、生産効率化および品質向上を目的とした生産機械設備
の増設であります。

③資金調達の状況
　当連結会計年度における資金調達は、自己資金のほか金融機関からの借入金をも
って充当いたしました。

④事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。
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摘　要 2018年度
第37期

2019年度
第38期

2020年度
第39期

2021年度
第40期

（当連結会計年度）

売上高（百万円) 56,357 53,160 47,016 57,358

経常利益（百万円) 3,971 2,142 2,504 5,109

親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円) 3,036 1,621 2,631 3,744

1株当たり当期純利益(円) 61.11 32.64 52.96 75.37

総資産（百万円) 47,288 45,502 47,846 53,412

純資産（百万円) 17,202 18,775 20,771 23,978

⑵　直前3事業年度の財産および損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当連結会計年
度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計基準等を適
用した後の数値となっております。

⑶　重要な親会社および子会社の状況
①親会社の状況

　当社には該当する親会社はありません。

②親会社等との間の取引に関する事項
イ　取引をするに当たり当社の利益を害さないように留意した事項

　当社は親会社等（当社主要株主およびその近親者）が所有する会社との間で
「事務所等の賃借」「社用車の購入」等の取引を実施しておりますが、当該取
引をするに当たっては、当該取引の必要性および取引条件が第三者との通常の
取引と著しく相違しないこと等に留意し、合理的な判断に基づき、公正かつ適
正に決定しております。

ロ　取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断およびその理由
　当社は、独立社外取締役ならびに監査役から当社経営に対する適切な意見を
得ながら、また、必要に応じ、当社と利害関係のない第三者より当該取引が当
社の少数株主にとって不利益なものでないと判断する旨の意見を得たうえで、
取締役会において多面的な議論を経て、当該取引の実施の可否を決定しており
ます。事業運営に関しては、取締役会を中心とした当社独自の意思決定に基づ
き業務執行をしており、上場会社としての独立性を確保しながら、適切に経営
および事業活動を行っております。

ハ　取締役会の判断が社外取締役の意見と異なる場合の社外取締役の意見
　該当事項はありません。
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会 社 名 資 本 金 議 決 権 比 率 主な事業内容
百万円 ％

昭和ＫＤＥ株式会社 2,820 100.0 硝子長繊維用原料 、 耐火
物、混和材、農薬原料の製
造・販売

株式会社キョウデンプレシジョン 100 100.0 プレス、成形、板金、ユニ
ット組立、基板実装組立

百万タイバーツ
KYODEN (THAILAND)CO.,LTD. 823 100.0

(100.0)
プリント配線板の製造・販
売

③重要な子会社の状況

（注）当社の議決権比率の（　）は、間接所有を示す内数であります。

④事業年度末日における特定完全子会社の状況
　当社には該当する子会社はありません。

⑷　対処すべき課題
①電子事業

　国内では、当社独自の「ワンストップソリューション」（プリント配線板の設
計・製造・実装から意匠・機構部品加工・組立までを内製）の機能をベースに、引
き続き国内の少量多品種領域における拡販やコスト競争力の強化および生産能力の
増強を図ってまいります。海外ではタイ工場の多層基板の生産能力増強や品質改善
に努めることにより収益力の強化に取り組んでまいります。
　また、次世代通信規格(５Ｇ)を背景とした、通信機器・インフラ関連、車載市場
におけるＥＶ化等、様々な分野で市場拡大が見込まれており、これらの市場に対す
る新製品の技術開発・製造技術体制の強化により技術競争力の向上を図り、試作分
野からの取込・拡販を行い収益性の強化を図ってまいります。

②工業材料事業
既存商品の拡販、品質改良とコスト・技術競争力の強化、原料調達ソースの多様

化、人材の育成に継続的に努めるとともに、将来の基幹製品を育成すべく、長年培
ってきた無機鉱物に関するノウハウと生産設備を活用した新販路の開拓・新製品の
導入やシナジーの期待できる企業との提携による業容の拡大に取り組んでまいりま
す。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援とご協力を賜りますようお願
い申しあげます。
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事業内容 主要製品等

電子事業 プリント配線板設計・製造・実装、メカ・ユニット組立

工業材料事業 硝子長繊維用原料、耐火物、混和材、農薬原料、各種金属・
鉱産物等の加工

⑸　主要な事業内容（2022年3月31日現在）

会　社　名 事業所名（所在地）

当社

本社　：　長野県上伊那郡箕輪町
本部　：　東京都品川区
営業所：　仙台、東京、中部（名古屋市）、大阪
工場　：　本社、東北（いわき市）、大阪（泉大津市）

昭和ＫＤＥ株式会社 本社　：　東京都品川区
工場　：　安芸津（東広島市）

株式会社キョウデンプレシジョン 本社　：　静岡県伊豆の国市
工場　：　本社

KYODEN(THAILAND)CO.,LTD. 本社　：　タイ王国チョンブリ
工場　：　本社

⑹　主要な営業所および工場（2022年3月31日現在）
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事業の種類別
セグメントの名称 使用人数 前連結会計年度末比増減

電子事業 2,100名 13名増

工業材料事業 283名 18名増

全社（共通） 55名 1名減

合計 2,438名 30名増

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

959（289）名 31名増（86名増） 42.8歳 10.0年

⑺　使用人の状況（2022年3月31日現在）
①企業集団の使用人の状況

（注）全社（共通）として、記載されている使用人数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属
しているものであります。

②当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおりま
す。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含んでおりま
す。）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

借　入　先 借 入 残 高

シンジケート方式によるコミットメントライン（注） 3,100百万円

株式会社三井住友銀行 1,991百万円

株式会社八十二銀行 1,420百万円

株式会社横浜銀行 1,160百万円

三井住友信託銀行株式会社 600百万円

⑻　主要な借入先の状況（2022年3月31日現在）

（注）当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行11
行とコミットメントライン契約をそれぞれ締結しております。

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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①発行可能株式総数 200,000,000株
②発行済株式の総数 52,279,051株
③株主数 7,177名

株　主　名 持　株　数 持株比率

株式会社クラフト 17,189千株 34.59％

橋本　浩 14,985千株 30.16％

株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 1,437千株 2.89％

株式会社商工組合中央金庫 907千株 1.82％
MSCO  CUSTOMER SECURITIES
（常任代理人　モルガン・スタンレーMUFG証券
株式会社）

738千株 1.48％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 726千株 1.46％
キョウデン従業員持株会 427千株 0.86％

株式会社三井住友銀行 332千株 0.66％

三宅　司郎 308千株 0.61％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 304千株 0.61％

2．会社の現況
⑴　株式の状況（2022年3月31日現在）

④大株主（上位10名）

（注）1． 当社は、自己株式を2,592,895株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2． 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況(2022年3月31日現在）
①当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　該当事項はありません。

②当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
　該当事項はありません。

③現に発行している新株予約権
　該当事項はありません。
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氏　　名 会社における地位、担当および重要な兼職の状況

森　　　清隆 代表取締役社長
㈱キョウデンプレシジョン　取締役

山口　　鐘畿 専務取締役（技術開発本部長）

永沼　　弘 常務取締役（基板統括本部長）

上山　　晃 取締役（営業統括本部長）

菅沼　　弘幸 取締役
KYODEN (THAILAND) CO.,LTD.　Managing Director

長谷川　洋二 取締役
弁護士法人長谷川洋二法律事務所　代表、弁護士
タカノ㈱　取締役（監査等委員）

大矢　　博 常勤監査役

細川　　清史 監査役
伊那バス㈱　監査役

清水　　純一 監査役

氏　　名 退任日 退任事由 退任時の地位、担当および
重要な兼職の状況

渡邉　真樹 2021年7月5日 辞任 取締役　経営推進本部長　兼　総合企画室長

⑶　会社役員の状況
①取締役および監査役の状況（2022年3月31日現在）

（注）1． 取締役長谷川洋二氏は、社外取締役であります。
2． 監査役細川清史氏および清水純一氏は、いずれも社外監査役であります。
3． 監査役大矢博氏は当社の業務に長年従事し、当社事業に対する幅広い知識・知見と実績を有することか

ら、監査役細川清史氏および清水純一氏は、金融機関における豊富な経験から財務および会計に関する
相当程度の知見を有しております。

4． 当社は、取締役長谷川洋二氏、監査役細川清史氏および清水純一氏を東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

5． 当社は、社外取締役長谷川洋二氏および各監査役との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法
第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、法令が定める額としております。

6． 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、補欠監査役を1名選任しております。
補欠監査役　　佐藤　信祐

②事業年度中に退任した取締役
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③役員等賠償責任保険契約の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社と会社法に基づく子会社全ての取締役（当事業年度中に
在任していた者を含む）を被保険者とする、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償
責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を
負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該
保険契約により保険会社が補填するものであり、1年ごとに契約更新しております。

④取締役および監査役の報酬等
イ　役員報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は2021年2月10日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の
内容に係る決定方針を決議しております。取締役会は、当事業年度に係る取締役
の個人別の報酬等について、委任をうけた代表取締役社長が社外取締役の助言を
得たうえで決定したため、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりであります。
1．基本方針

　当社の取締役の報酬は、会社の業績や経営内容、個々の職責と実績、経済情勢
等を総合的に勘案して、適正な水準とすることを基本方針とし、2021年2月10日
現在において、業績連動報酬ならびに非金銭報酬等（譲渡制限付株式報酬、等）
の採用は行わず、固定報酬のみで構成するものとする。役員報酬は株主総会が決
定する報酬総額の限度内において、取締役会にて担当職務、業績、貢献度、等を
総合的に勘案し協議した後、最終的に代表取締役社長が決定するものとする。

2．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む）
　当社の取締役の個人別の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任
年数に応じて、当社の業績、従業員給与の水準を考慮しながら、総合的に勘案し
て決定するものとする。なお、取締役の報酬限度額は、1996年6月28日開催の定
時株主総会において年額200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と
決議されており、その範囲内とする。

3．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方法に関する方針
　個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体
的内容について委任をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬
の額とする。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使される
よう、社外取締役の助言を得たうえで決定するものとする。
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区　　分 支給人員 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額

基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役 8名 88百万円 88百万円 － －
監査役 4名 12百万円 12百万円 － －

合　　計 12名 101百万円 101百万円 － －

ロ　当事業年度に係る報酬等の総額

（注）1． 取締役の支給人員は、2021年4月30日付で退任した取締役1名および2021年7月5日付で退任した取締
役1名を含んでおります。

2． 監査役の支給人員は、2021年6月24日付で退任した監査役1名を含んでおります。
3． 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
4． 上記支給額のうち、社外取締役1名および社外監査役2名の報酬の合計額は基本報酬8百万円でありま

す。
5． 取締役の報酬限度額は、1996年6月28日開催の定時株主総会において年額200百万円以内（ただし、使

用人分給与は含まない）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は6名です。
6． 監査役の報酬限度額は、1997年6月28日開催の定時株主総会において年額15百万円以内と決議いただ

いております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は5名です。
7． 取締役会は、代表取締役森清隆に対し各取締役の基本報酬の額の決定を委任しております。委任した理

由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役が適して
いると判断したためであります。
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区　　分 氏　　名 重要な兼職先 重要な兼職先と
当社との関係

社外取締役 長谷川　洋二
弁護士法人長谷川洋二法律事務所
代表、弁護士
タカノ㈱　取締役（監査等委員）

当社は長谷川洋二氏が代表
を務める弁護士法人長谷川
洋二法律事務所との間で個
別案件ごとに訴訟代理人を
委任 することがあります
が、取引高は過去3事業年度
の平均で年間10百万円を超
えない金額と僅少であり、
同氏の独立性に影響を与え
るものではないと判断して
おります。

社外監査役
細川　　清史 伊那バス㈱　監査役 重要な取引その他の関係は

ありません。

清水　　純一 該当事項はありません。 該当事項はありません。

区　　分 氏　　名 主な活動状況及び期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 長谷川　洋二
当事業年度に開催された取締役会10回のすべてに出席し、法律の
専門家としての知識や経験に基づき適宜発言を行っております。
また、監査役会に定期的に出席し、監査役との連携を図るととも
に、経営トップとの意見交換を積極的に行っております。

社外監査役

細川　　清史
当事業年度に開催された取締役会10回のうち9回に、監査役会14
回のすべてに出席し、長年にわたる金融機関における知識や経験
に基づき適宜発言を行っております。

清水　　純一
当事業年度に開催された取締役会10回、監査役会14回のすべてに
出席し、金融機関の経営者としての知識や経験に基づき適宜発言
を行っております。

④社外役員に関する事項
イ　重要な兼職先と当社との関係

ロ　当事業年度における主な活動状況
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支　払　額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 44百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 81百万円

⑷　会計監査人の状況
①名称　　　　　有限責任監査法人トーマツ
②報酬等の額

（注）1． 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を区分しておらず、また実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る
会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2． 当社の重要な子会社のうち、KYODEN(THAILAND)CO.,LTD.は、当社の会計監査人以外の監査
法人による監査を受けております。

3． 監査役会は、取締役、社内関係部署および会計監査人より必要な資料の入手、報告を受けたうえ
で、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算出根拠について
確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額に
ついて同意しております。

4． 当社は、会計監査人に対して、非監査業務である新収益認識会計基準への対応に係る助言業務を
依頼し、対価を支払っております。

③会計監査人の解任または不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判
断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の
内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第1項各号のいずれかに該当すると認められ
る場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監
査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査
人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑸　業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制その他会社の業務の適正を確保するための体制に関する基本方針を決議しており、
その基本方針に基づき、次のとおり運用しております。

①取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制
　当社および当社グループの役職員の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ
社会的責任を果たすため、コンプライアンス・ポリシー(企業行動理念)を定め、コ
ンプライアンス委員会を中心とする研修等により、全役職員に周知徹底させており
ます。
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　当社および当社グループの使用人から通報相談を受け付ける社内・社外（弁護
士）の通報相談窓口（ホットライン）を設置し、匿名での通報を認めるとともに通
報者に対する不利益な取扱を防止しております。
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは一切の関係を
持たず、毅然とした態度で対応することとしております。
　内部監査室が当社および当社グループの内部監査を実施し、代表取締役社長に報
告しております。
②取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　重要な意思決定および報告に関する情報、文書の取扱は、「文書取扱規程」に基
づき、保存媒体に応じ適切かつ確実に保存・管理するとともに、情報種別に応じ適
切な保存期間を定め、期間中は閲覧可能な状態を維持しております。
　当社および当社グループの情報セキュリティについては、当社の情報システム部
門が「情報システム管理規程」に基づきこれにあたっております。
③損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスクの管理については、「リスクマネジメント規程」に基づき設置されたリス
クマネジメント委員会の運用により対応しております。
　各事業部門は、定期的にリスク調査結果をリスクマネジメント委員会へ報告し、
リスクマネジメント委員会は重点管理リスクを、取締役会へ報告しております。
　当社および当社グループの経営に重大な影響を与えるような事態が発生した場合
は、当社の代表取締役社長を本部長とした対策本部を設置し、必要な対策を実施
し、損失を最小限に抑えるとともに早期の原状回復を図る体制をとっております。
　当社および当社グループのリスク管理体制およびリスク管理の実施状況について
は、各社におけるリスク管理担当部署が当社のリスクマネジメント委員会と連携し
て行っております。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社および当社グループは、経営機能の強化および取締役会における経営意思決
定の迅速化を図るとともに、事業執行機能を強化するため執行役員制度をとってお
ります。取締役会は、経営戦略の策定および業務執行の監督機能の充実に努めてお
ります。
　取締役会は、月1回開催するほか必要に応じて臨時に開催し、法令で定められた
事項や経営に関する重要事項を決定しております。
　取締役会は、「経営計画管理規程」に従い、経営計画の進捗管理を行うととも
に、取締役会の議事を充実させるよう経営会議において事前に検討を行い、効率的
な業務の執行を図っております。
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　当社は、事業年度ごとの当社グループ全体の重点経営目標および予算配分等を定
め、その進捗を管理しております。
⑤当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、子会社の遵法体制その他の業務の適正を確保するための体制の整備に関
する指導および支援を実施しております。
　当社グループの管理は、「関係会社管理規程」に従い当社経営推進本部長が統括
し、当社グループと連携・調整を図り、協力してこれを行っております。
　当社グループには、必要に応じて取締役または監査役として、当社の取締役また
は使用人を派遣し、業務の適正を確保しております。
　当社グループにおける経営の健全性の向上および業務の適正の確保のために必要
なときは、子会社の事業運営に関する重要な事項について当社の承認を必要とする
ほか、特に重要な事項については当社の取締役会への付議を行う体制になっており
ます。
　内部監査室は、当社および当社グループの内部監査を実施し、内部統制の有効性
と妥当性を確保しております。

⑥財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社グループの財務諸表および財務諸表に重要な影響を及ぼす開示事項等に係る
外部報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制規程」を制定すると
ともに、財務報告に係る内部統制の構築、評価および報告に関し適切に運用してお
ります。
⑦監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項
　監査役職務を補助すべき使用人は、兼務として置き、監査役の指示に従いその職
務を行っております。
⑧前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役付の独立性を確保するため、監査役付の任命、異動等人事権に係る事項の
決定には常勤監査役の事前の同意を得る体制になっております。
　監査役付の人事考課については、常勤監査役の意見を反映しております。
　監査役付は、当社および当社グループの業務の執行に係る役職は兼務しておりま
せん。
⑨取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に対す
る体制
　代表取締役および業務の執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議にお
いて随時その担当する業務の執行状況を報告しております。
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　当社および当社グループの代表取締役および業務執行を担当する取締役は、以下
に定める事項について、発見次第各社の監査役に対し報告を行っております。

ア．会社に著しい損害および利益を及ぼす恐れのあるもの。
イ．社内外へ環境、安全、衛生または製品において重大な被害を与えたもの､

またはその恐れのあるもの。
ウ．企業行動基準、各種規程への違反で重大なもの。
エ．その他上記ア～ウに準ずるもの。

　内部監査室が実施した内部監査の結果については、遅滞なく監査役に報告してお
ります。
　当社グループの内部通報制度担当部署は、当社グループの役職員からの内部通報
の状況について、直接もしくは各グループの取締役または監査役を通じて、当社監
査役に対して報告しております。
　当社および当社グループの取締役および使用人は、監査役が事業の報告を求めた
場合、または業務および財産の状況を調査する場合は、迅速かつ的確に対応してお
ります。
⑩その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は代表取締役と定期的に意見・情報の交換を行っております。
　監査役は当社グループの監査役と定期的に意見・情報の交換を行っております。
　監査役は会計監査人と定期的に意見・情報の交換を行っております。
⑪当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の
当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づ
く費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議のうえ、当該請求に
係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除
き、速やかに当該費用または債務を処理しております。

⑹　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと位置付けており
ます。このような観点から、剰余金の配当等の決定につきましては、将来の事業展開
と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続してい
くことを基本方針としております。
　また、当社は会社法第459条第1項に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配
当等を行うこととしており、当期の期末配当につきましては、前述の方針と2022年
3月期の業績を踏まえ、1株につき17円とすることを2022年5月12日開催の取締役
会において決議いたしました。
　なお、次期の利益配当金につきましては、1株につき20円を見込んでおります。
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（2022年3月31日現在）
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金額

流動資産

現金及び預金

受取手形

売掛金

契約資産

電子記録債権

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

その他

貸倒引当金

固定資産

(有形固定資産)

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土地

リース資産

建設仮勘定

その他

(無形固定資産)

(投資その他の資産)

投資有価証券

繰延税金資産

その他

貸倒引当金　

35,738

6,578

1,343

13,711

84

3,038

2,860

3,293

4,226

739

△136

17,673

(15,401)

4,639

4,790

3,580

938

1,064

388

(255)

(2,016)

253

1,360

558

△155　

流動負債 22,627
支払手形及び買掛金 8,279
電子記録債務 1,658
短期借入金 5,700
一年内償還予定の社債 180
一年内返済予定の長期借入金 2,345
リース債務 289
未払法人税等 769
契約負債 21
賞与引当金 444
その他 2,941

固定負債 6,806
社債 60
長期借入金 3,066
リース債務 538
繰延税金負債 175
役員退職慰労引当金 8
退職給付に係る負債 2,787
その他 170

負債合計 29,433
純 資 産 の 部

株主資本 24,675
資本金 4,358
資本剰余金 4,174
利益剰余金 16,634
自己株式 △491

その他の包括利益累計額 △799
その他有価証券評価差額金 76
為替換算調整勘定 △885
退職給付に係る調整累計額 10

非支配株主持分 103
純資産合計 23,978

資産合計 53,412 負債・純資産合計 53,412

連 結 貸 借 対 照 表
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（ 自 2021年 4 月 1 日
至 2022年 3 月31日 ）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売上高 57,358
売上原価 46,089

売上総利益 11,268
販売費及び一般管理費 6,171

営業利益 5,096
営業外収益

受取利息及び配当金 4
受取賃貸料 13
為替差益 94
補助金収入 71
その他 139 323

営業外費用
支払利息 66
支払手数料 81
固定資産除却損 80
固定資産廃棄損 35
その他 46 310

経常利益 5,109
税金等調整前当期純利益 5,109
法人税、住民税及び事業税 1,443
法人税等調整額 △96 1,347
当期純利益 3,761
非支配株主に帰属する当期純利益 17
親会社株主に帰属する当期純利益 3,744

連 結 損 益 計 算 書
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（2022年3月31日現在）
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流動資産
現金及び預金
受取手形
売掛金
電子記録債権
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前払費用
短期貸付金
未収入金
その他
貸倒引当金

固定資産
(有形固定資産)
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定

(無形固定資産)
ソフトウェア
その他

(投資その他の資産)
投資有価証券
関係会社株式
破産更生債権等
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

19,762
2,837
723
7,489
2,751
835
1,535
932
143
1,932
415
171
△6

17,233
(8,446)
2,364
200
2,740
67
113
2,074
511
374
(120)
111
9

(8,666)
25

7,289
23

1,004
478

△155　

流動負債 14,030
支払手形 251
買掛金 2,394
電子記録債務 1,645
短期借入金 4,600
一年内償還予定の社債 180
一年内返済予定の長期借入金 2,345
リース債務 172
未払金 904
未払費用 732
未払法人税等 424
未払消費税等 52
賞与引当金 228
その他 98
固定負債 5,289
社債 60
長期借入金 3,066
リース債務 345
退職給付引当金 1,741
その他 75
負債合計 19,320

純 資 産 の 部
株主資本 17,669
資本金 4,358
資本剰余金 4,174
資本準備金 3,159
その他資本剰余金 1,015

利益剰余金 9,628
利益準備金 125
その他利益剰余金 9,503
繰越利益剰余金 9,503

自己株式 △491
評価・換算差額等 6
その他有価証券評価差額金 6
純資産合計 17,675

資産合計 36,995 負債・純資産合計 36,995

貸　借　対　照　表
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（ 自 2021年 4 月 1 日
至 2022年 3 月31日 ）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売上高 30,550

売上原価 25,169

売上総利益 5,380

販売費及び一般管理費 3,089

営業利益 2,290

営業外収益

受取利息及び配当金 388

受取賃貸料 13

為替差益 0

その他 66 468

営業外費用

支払利息 44

支払手数料 80

固定資産除却損 80

その他 32 238

経常利益 2,521

税引前当期純利益 2,521

法人税、住民税及び事業税 621

法人税等調整額 △28 593

当期純利益 1,928

損　益　計　算　書
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独立監査人の監査報告書

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　松　　　聡

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　堀　一　英

2022年5月23日
株式会社　キョウデン
　取 締 役 会 　御 中

有限責任監査法人　トーマツ
　 長 野 事 務 所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社キョウデンの2021年4月1日
から2022年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社キョウデン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程に
おいて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要
な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重
要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　松　　　聡

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小　堀　一　英

2022年5月23日
株式会社　キョウデン
　取 締 役 会 　御 中

有限責任監査法人　トーマツ
　 長 野 事 務 所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社キョウデンの2021年4
月1日から2022年3月31日までの第40期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻
害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行
う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

－ 24 －



監　査　報　告　書
　当監査役会は、2021年4月１日から2022年3月31日までの第40期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本
監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及
び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
⑵各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線又は
インターネット等を経由した手段も活用しながら、取締役、内部監査部門その他
の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務
の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び
第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及
び有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価及び監査の状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項及
び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他における審議の状況等を
踏まえ、その内容について検討を加えました。
④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から｢職務の遂行が適
正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

監査役会の監査報告
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なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人と協議を行うととも
に、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2．監査の結果
⑴事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大
な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執
行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められま
せん。
④事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当た
り当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さ
ないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事
項は認められません。

⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認
めます。
⑶連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認
めます。

常勤監査役 大　矢　　　博 ㊞
社外監査役 細　川　清　史 ㊞
社外監査役 清　水　純　一 ㊞

2022年5月25日
株式会社キョウデン　監査役会

以　上

以　上
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現 行 定 款 変 更 案

第13条 （株主総会参考書類等のインター
ネット開示とみなし提供）
当会社は、株主総会の招集に際
し、株主総会参考書類、事業報
告、計算書類及び連結計算書類に
記載又は表示をすべき事項に係る
情報を、法務省令に定めるところ
に従いインターネットを利用する
方法で開示することにより、株主
に対して提供したものとみなすこ
とができる。

（削　　除）

株主総会参考書類

第1号議案 定款一部変更の件
１. 提案の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書き
に規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴い、株主総会資料の電
子提供制度が導入されることとなりますので、次のとおり定款を変更するものであり
ます。
(1) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定

めることが義務付けられることから、変更案第13条（電子提供措置等）第１項
を新設するものであります。

(2) 株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、
書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定め
る範囲に限定することができるようにするため、変更案第13条（電子提供措置
等）第２項を新設するものであります。

(3) 株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第13条（株主総会参
考書類等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要となるため、これを
削除するものであります。

(4) 上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。な
お、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案
（新　　設） 第13条 （電子提供措置等）

当会社は、株主総会の招集に際
し、株主総会参考書類等の内容で
ある情報について電子提供措置を
とるものとする。

② 当会社は、電子提供措置をとる事
項のうち法務省令で定めるものの
全部又は一部について、議決権の
基準日までに書面交付請求をした
株主に対して交付する書面に記載
しないことができる。

（新　　設） （附則）
（新　　設） 第1条 （電子提供措置等に関する経過措

置）
現行定款第13条(株主総会参考書
類等のインターネット開示とみな
し提供)の削除及び変更案定款第
13条(電子提供措置等)の新設は、
会社法の一部を改正する法律(令
和元年法律第70号)附則第1条た
だし書に規定する改正規定の施行
の日である2022年9月1日(以下、
「施行日」という。)から効力を
生ずるものとする。

②　前項の規定にかかわらず、施行日
から6か月以内の日を株主総会の
日とする株主総会については、現
行定款第13条(株主総会参考書類
等のインターネット開示とみなし
提供)は、なお効力を有する。

③　本附則は、施行日から6か月を経
過した日又は前項の株主総会から
3か月を経過した日のいずれか遅
い日後にこれを削除する。
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候補者番号 1
　

もり
森

 

　
 

　
 

　
きよ
清

 

　
たか
隆 (1956年3月7日生) 再任

　
略歴、当社における地位および担当

    1979年    4月 ㈱愛工機器製作所入社
    1992年    11月 当社入社
    1997年    4月 事業推進本部長
    2009年    6月 取締役事業推進本部長
    2013年    4月 取締役海外事業本部長
    2018年    4月 代表取締役社長（現任）

　

所有する
当社株式の数

300株

重要な兼職の状況
㈱キョウデンプレシジョン　取締役
取締役候補者とした理由
森清隆氏は、長年にわたり当社グループ電子事業の海外事業部門を指揮し、海外子会社の経営に携わるな
ど豊富な経験と当社における経営全般に関する知見を有しており、その経験を最高経営責任者の立場にお
いて発揮していることから、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号 2
　

なが
永

 

　
ぬま
沼

 

　
 

　
 

　
ひろし
弘 (1964年1月7日生) 再任

　
略歴、当社における地位および担当

    1982年    4月 ㈱三協精機入社
    1987年    1月 当社入社
    2001年    4月 製造本部ＰＣＢ製造部長
    2011年    5月 取締役ＴＳＰ製造本部長
    2012年    10月 取締役製造本部長
    2018年    4月 取締役基板統括本部長

2021年  7月 常務取締役基板統括本部長（現任）
　

所有する
当社株式の数

4,100株

重要な兼職の状況
－
取締役候補者とした理由
永沼弘氏は、長年にわたり当社グループ電子事業の製造部門を牽引してきた人物であり、国内外の子会社
の経営に携わるなど豊富な経験と当社における経営全般に関する知見を有していることから、引き続き取
締役候補者といたしました。

第2号議案　取締役5名選任の件
　2021年7月5日をもって取締役1名が退任し、本総会終結の時をもって現任の取締役6名全員
は任期満了となります。つきましては、取締役5名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者番号 3
　

かみ
上

 

　
やま
山

 

　
 

　
 

　
あきら
晃 (1973年7月19日生) 再任

　
略歴、当社における地位および担当

    2000年    4月 グレイス住販㈱入社
    2000年    11月 当社入社
    2015年    2月 KYODEN (THAILAND) CO.,LTD.　Director
    2020年    6月 当社　取締役営業統括本部長　兼　海外営業部長
    2021年    4月 当社　取締役営業統括本部長（現任）

　

所有する
当社株式の数

－株

重要な兼職の状況
－
取締役候補者とした理由
上山晃氏は、これまで当社グループ電子事業の営業業務に長く携わり、海外子会社の役員として経営に参
画するなど海外事業部門において多大な貢献をしております。豊富な業務経験と高いマネジメント能力を
有しており、当社の取締役会の意思決定機能を強化することが期待されるため、引き続き取締役候補者と
いたしました。

候補者番号 4
　

すが
菅

 

　
ぬま
沼

 

　
ひろ
弘

 

　
ゆき
幸 (1965年2月20日生) 再任

　
略歴、当社における地位および担当

    1983年    4月 ロジテック㈱入社
    1987年    7月 当社入社
    2019年    1月 KYODEN (THAILAND) CO.,LTD.　Managing Director

（現任）
2021年    6月 当社　取締役（現任）

　

所有する
当社株式の数

4,120株

重要な兼職の状況
KYODEN (THAILAND) CO.,LTD.　Managing Director
取締役候補者とした理由
菅沼弘幸氏は、これまで当社グループ電子事業の製造、生産技術、品質保証業務に長く携わり、海外子会
社の役員として経営に参画するなど海外事業部門において多大な貢献をしております。豊富な業務経験と
高いマネジメント能力を有しており、当社の取締役会の意思決定機能を強化することが期待されるため、
引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者番号 5
　

は
長

せ
谷

がわ
川

 

　
よう
洋

 

　
じ
二 (1952年12月9日生) 再任 社外 独立

　
略歴、当社における地位および担当

    1979年    3月 司法研修所卒業
    1979年    4月 西武セゾングループ社内弁護士
    1981年    4月 長野県弁護士会登録
    1991年    11月 当社　監査役
    2015年    6月 社外取締役（現任）

　

所有する
当社株式の数

－株

重要な兼職の状況
弁護士法人長谷川洋二法律事務所　代表
タカノ㈱　取締役（監査等委員）
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
長谷川洋二氏は、社外取締役ならびに社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与された経験はあ
りませんが、弁護士として豊富な経験と高い見識を有し、また当社の社外監査役としての経験から当社を
深く理解していただいております。この見識と経験を活かし、経営判断におきまして高度かつ専門的な助
言、指導等、またコーポレート・ガバナンスの強化を含めた当社の経営全般を監督いただけることを期待
できることから、社外取締役としての業務を適切に遂行できるものと判断したため、引き続き社外取締役
候補者といたしました。

（注）1． 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2． 長谷川洋二氏は社外取締役候補者であります。
3． 社外取締役候補者長谷川洋二氏は現に当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は、本

総会の終結の時をもって7年であります。また、それ以前の同氏の当社の監査役（社外監査役）
としての在任期間は、23年7ヶ月であります。

4． 当社は、長谷川洋二氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ておりますが、同
氏が原案どおりに選任された場合、引き続き独立役員として届け出る予定であります。

5． 当社は長谷川洋二氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、善意でかつ重大な過失が
ないときには、会社法第423条第1項の損害賠償責任を法令の定める限度まで限定する契約を締
結しております。同氏が原案どおりに選任された場合、当社は、同氏との間で当該契約を継続す
る予定であります。

6． 当社は、保険会社との間で、当社と会社法に基づく子会社全ての取締役（当事業年度中に在任し
ていた者を含む）を被保険者とする、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険
契約を締結しており、保険料は全額当社が負担しております。当該保険契約の内容の概要は、被
保険者である対象役員が、その職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求
を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が補填するものであ
り、1年ごとに契約更新しております。

以　上
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株主総会会場ご案内図
長野県上伊那郡箕輪町大字中箕輪8288番地1
IPHキョウデンハウス　デビューテホール
ＴＥＬ　0265－79－0022

国道153号線

153号線バイパス

至名古屋

JR伊那松島

長野銀行

IPHキョウデンハウス

ローソン

至東京
中央道伊北インター

○ＪＲ飯田線　伊那松島駅下車　徒歩7分
○中央道伊北インターより車10分

■新型コロナウイルスの感染が拡大しています。株主総会にご出席を検討されている株主様におかれましては
ご自身の体調をご確認のうえ、感染予防に配慮いただきますようお願いいたします。
■事前に書面により議決権を行使いただき、当日のご来場を見合わせていただくことも含めご検討ください。
■株主総会当日は、当社運営スタッフがマスク着用で対応させていただく場合がございます。
■ご出席の皆様には、会場内にてマスクの着用をお願いする場合がございます。


